
フォーキャスティング、最適化されたサプライプランニング、部門横断的なコラボレーション、そして動的なシナリオモ
デリングに基づいた EBP プロセスによって、ビジネス成果を向上させる。 
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ビジネス戦略の策定から実行まで
を推進する 

これまで以上に企業が業務と財務のパフォーマンスを最適化するために、
包括的なエンドツーエンドのプランニング機能を持って差別化することが重
要である。この取り組みを最も上手く実践している企業は、マーケットシェ
アを獲得し、成長の可能性を最大限に実現できる。エンドツーエンドのプラ
ンニング機能の基盤となるのがエンタープライズビジネスプランニング
（EBP）であり、これはビジネス戦略、財務、オペレーションを統合したコラ
ボレーティブなプロセスワークフローであり、戦略から実行までを推進する。 

Anaplan プラットフォームを活用した、私たちの EBP ソリューション
は、次世代のサプライチェーンプランニング機能を取り入れ、企業が
プロセスの成熟度を最大限に高めることを可能にします。Deloitte
の先進的な EBP ソリューションは、企業が同時に計画・モニタリン
グ・積極的な課題解決を可能にし、より迅速かつ効果的な意思
決定を実現する。 

Figure 1. EBP governance model 
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EBPの機能 
Deloitte の EBP ソリューションには、より優れた予測、コラボレーションの強化、動的なシナリオモデリングを通じて、ビジネス
成果の向上を推進するための 4 つの統合された機能が含まれている: 

コマーシャルプランニング 
・トップダウンおよびボトムアップのコマーシャルプランニング機能を通じて、AOP（Annual Operating Plan：
年間運営計画）策定に組織をアラインさせる 
・ブランドおよびトレード投資を包括的に捉え、市場の変化に対応できる年内での柔軟性を確保する 

・顧客間および顧客内で価格設定とプロモーションの意思決定をカスタマイズし、チャネル間のコンフリクトを
管理する  

 
最適化された需給プランニング 

・完成品や部品の正確な供給計画と能力分析を作成し、需要の変化がサプライネットワーク全体に
どのように影響するかを迅速に特定する 

・生産やサプライヤーの制約を考慮して、計画を最適化しコストを最小化するための意思決定を行う 

統合型財務プランニング 

・最新のオペレーションプランとのギャップを特定するために、完全に統合された財務計画を策定する 

・粗利益から純利益、運転資本、OPEX、価格設定、価格・数量ミックス分析、損益計算書、貸借
対照表、キャッシュフロー計画／モデリングに関する財務分析を実施する 

接続されたシナリオモデリング 

・需要・供給プロセス全体にわたる楽観的、悲観的、動的な仮説シナリオを迅速に生成し、より堅牢
な分析を実現する 

・オペレーションや財務への影響についてインサイトを生成する 

・リスクと機会を活用し、市場での成果最大化に向けたアクションプランを作成する 
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